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青森県警察用船舶管理運用規程 

平成10年３月６日 

本部訓令第４号 

 

改正  平成17年２月本部訓令第２号  平成18年３月本部訓令第10号 

    平成24年９月本部訓令第９号  令和３年３月29日本部訓令第17号 

 

青森県警察用船舶管理運用規程を次のように定める。 

青森県警察用船舶管理運用規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、青森県警察において装備する警察用船舶（以下「警備艇」という。）の管理及

び運用に関し必要な事項を定めるものとする。 

（配置） 

第２条 警備艇は、八戸警察署に配置する。 

（管理責任者） 

第３条 警備艇の管理責任者は、生活安全部長とする。 

２ 管理責任者は、警備艇の保全、整備及び燃料について監督し、警備艇の維持管理に当たるものと

する。 

３ 管理責任者は、前項の事務について、生活安全部地域課長（以下「地域課長」という。）に処理

させることができる。 

（運用責任者） 

第４条 警備艇の運用責任者は、地域課長とする。 

２ 運用責任者は、警備艇の安全かつ効率的な運用に努めるものとする。 

（使用責任者） 

第５条 警備艇の使用責任者は、八戸警察署長とする。 

２ 使用責任者は、次の各号に掲げる事項について責任を負うものとする。 

(１) 警備艇の使用に関すること。 

(２) 警備艇の保全、整備に関すること。 

(３) 警備艇の燃料に関すること。 

(４) その他警備艇の維持管理に関すること。 

（警備艇勤務員） 

第６条 警備艇には、乗船警察官及び船舶職員（以下「警備艇勤務員」という。）を配置する。 

２ 乗船警察官とは、使用責任者から警備艇乗務を命ぜられた警察官をいい、船舶職員とは、船長、

機関長、航海士及び機関士をいう。 

（警備艇勤務員の勤務方法） 

第７条 乗船警察官の通常勤務は、警ら、訪船連絡及び待機とし、特別勤務は、海上における事件、

事故及び災害発生時における現場活動、水難救助活動、特定の警戒警備活動等とする。 

２ 船舶職員の勤務は、航行業務、待機その他特に命ぜられたものとする。 

（指定警察官） 

第８条 使用責任者は、警察活動を行うため、必要があると認めるときは、警備艇勤務員のほかに警

備艇に乗船する警察官を指定することができる。 

（指揮系統） 

第９条 警備艇による警察活動においては、乗船警察官のうち上位の階級にある者（以下「上級者」

という。）又は使用責任者が指定した者が指揮して行うものとする。 

２ 船長は、機関長その他の船舶職員を指揮監督し、警備艇の航行、保全及び整備並びに機関長その

他の船舶職員の指導及び教養訓練について責任を負うものとする。 

（運用区域） 

第10条 警備艇の運用区域は、通常運用区域と広域運用区域とする。 
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２ 通常運用区域及び広域運用区域の活動範囲並びに海域は、次の表のとおりとする。 

区分 活動範囲 海域 

通常運用区域 八戸警察署の管轄する沿海区域 Ａ海域 

 むつ警察署、野辺地警察署及び三沢警察署の管轄する太平洋側

の沿海区域 
Ｂ海域 

広域運用区域 

外ヶ浜警察署、大間警察署及びむつ警察署の管轄する津軽海峡

の沿海区域 
Ｃ海域 

陸奥湾 Ｄ海域 

 外ヶ浜警察署、鯵ケ沢警察署、つがる警察署及び五所川原警察

署の管轄する日本海側の沿海区域 
Ｅ海域 

（運用計画等） 

第11条 運用責任者は、警備艇の広域運用に関し、使用責任者と協議の上、警備艇の年間の広域運用

計画及び広域運用訓練計画を策定し、警察本部長（以下「本部長」という。）に報告するものとす

る。 

２ 使用責任者は、毎月、活動計画を策定し、運用責任者に報告するものとする。 

３ 前２項の報告文書は、次の表のとおりとする。 

報告文書 様式 報告期限 

警備艇広域運用計画 様式第１号 毎年11月10日 

警備艇広域運用実施結果 様式第２号 毎年３月15日 

警備艇広域運用訓練計画 様式第３号 毎年12月15日 

警備艇広域運用訓練実施結果 様式第４号 実施の都度 

警備艇月間活動計画 様式第５号 前月25日 

警備艇月間活動実施結果 様式第６号 翌月７日 

警備艇広域運用実施状況 様式第７号 翌月７日 

（活動計画の変更） 

第12条 上級者又は船長は、特別の事情により、前条第２項に規定する活動計画を変更するときは、

速やかに使用責任者の承認を受けなければならない。ただし、承認を受けるいとまがない場合は、

必要な措置を講じた後、その結果を速やかに使用責任者に報告しなければならない。 

２ 使用責任者は、前項の計画変更が広域運用である場合には、速やかに運用責任者に報告するもの

とする。 

（広域運用） 

第13条 広域運用を行う場合は、次の表に掲げる港を拠点港とする。ただし、これにより難い場合は、

この限りではない。 

海域 Ｂ海域 Ｃ海域 Ｄ海域 Ｅ海域 

拠点港 三沢港 大間港 青森港 鯵ケ沢港 

（応援派遣） 

第14条 警備艇の応援派遣を要請する所属長は、警備艇派遣要請書（様式第８号）により運用責任者

を経て本部長に申請するものとする。ただし、急を要する場合は、口頭により要請し、その後速や

かに警備艇派遣要請書を提出するものとする。 

２ 運用責任者は、前項の応援派遣要請があった場合は、活動の区域、方法等について使用責任者と

協議し、必要な指示を行うことができる。 

（使用責任の移転） 

第15条 広域運用の際の使用責任は、第５条の規定にかかわらず運用責任者が負うものとする。 

２ 警備艇の応援派遣を受けた所属長は、前項の規定にかかわらず警備艇が指定した場所に入港した

ときから同応援派遣が解かれるまでの間、使用責任者としての責任を負うものとする。 

（航行上の措置） 

第16条 警備艇勤務員は、警備艇の航行に際し、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。 

(１) 水上警察旗制式（昭和31年国家公安委員会告示第１号）に定める水上警察旗を掲げること。 

(２) 訪船連絡等のため他の船舶に接舷するときは、警備艇の保全に十分配意すること。 
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(３) 常時無線局を開局するとともに、随時、出港時間、帰港時間、活動状況、異常の有無等を通

信指令課及び八戸警察署又は関係警察署に報告すること。 

（係留及び退避時の措置） 

第17条 船長は、警備艇を係留する場合には、八戸港の所定の場所（以下「基地港」という。）に係

留しなければならない。ただし、基地港以外に係留する場合は、最も安全で、他の船舶の航行の妨

害とならない場所に係留し、かつ緊急の出動に容易に対処し得る状態で係留するものとする。 

２ 船長は、荒天その他の事情により、警備艇の保全上必要があると認めたときは、他の安全な場所

に退避するなど所要の措置を講じなければならない。 

（離船時の措置） 

第18条 警備艇勤務員は、離船する場合は、船室の施錠及び係留を確実に行い、盗難、火災その他事

故防止について万全の措置を講じなければならない。 

（点検区分） 

第19条 警備艇の点検は、次の各号に掲げる区分により行わなければならない。 

(１) 日常点検 船長が１日１回以上行うもの 

(２) 通常点検 使用責任者が月１回以上行うもの 

(３) 特別点検 管理責任者が年１回以上行うもの 

（整備区分） 

第20条 警備艇の整備は、次の各号に掲げる区分により行わなければならない。 

(１) 普通整備 警備艇勤務員が日常行う軽易な整備 

(２) 定期整備 年間計画に基づく整備 

(３) 臨時整備 船体の損傷、機関部の故障等により臨時に行う整備 

(４) 特別整備 船舶安全法（昭和８年法律第11号）第５条に規定する定期検査及び中間検査のた

めの整備 

（整備手続） 

第21条 管理責任者は、定期整備及び特別整備を使用責任者に指示して行うものとする。 

２ 使用責任者は、臨時整備を行う場合は、警備艇臨時整備申請書（様式第９号）により管理責任者

を経て本部長に申請し、その承認を受けて行うものとする。 

（事故発生時の措置） 

第22条 使用責任者は、警備艇に関する事故が発生したときは、次の各号に掲げる事項を速やかに運

用責任者を経て本部長に報告しなければならない。 

(１) 事故の発生日時及び場所 

(２) 人の死傷又は物件の損壊程度 

(３) 事故の概要 

(４) 事故の原因 

(５) 事故に対する措置 

(６) その他必要な事項 

（訓練） 

第23条 使用責任者は、各種警察事案及び警備艇に係わる各種事故に際し、適切な措置を講ずること

ができるよう随時訓練を実施しなければならない。 

（事件、事故等の引き継ぎ） 

第24条 乗船警察官が広域運用区域において取り扱った事件、事故等については必要な初動措置を講

じた後、事案の発生場所を管轄する警察署に引き継ぐものとする。 

（関係簿冊） 

第25条 管理責任者及び使用責任者は、警備艇の管理の状況を明らかにするため、次の各号に掲げる

簿冊を備え付け、記録しておかなければならない。 

(１) 船歴簿（様式第10号） 

(２) 警備艇備品台帳（様式第11号） 

２ 使用責任者（八戸警察署長に限る。）は、燃料受払簿（様式第12号）を備え付け、燃料の受け払

いの状況を記載しなければならない。 

３ 船長は、警備艇に航行日誌（様式第13号）を備え付け、航行状況等を記載しなければならない。 
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４ 警備艇勤務員は、警備艇勤務状況を勤務日誌（様式第14号）に記載しなければならない。 

５ 第19条の規定による警備艇の点検を行う者は、次の各号に掲げる点検区分に応じ、当該各号に定

める書類にその結果を記載しなければならない。 

(１) 日常点検 航行日誌 

(２) 通常点検 通常点検簿（様式第15号） 

(３) 特別点検 特別点検簿（様式第16号） 

（細則） 

第26条 運用責任者及び使用責任者は、この規程に定めるもののほか、本部長の承認を得て必要な細

則を定めることができる。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成17年本部訓令第２号） 

この訓令は、平成17年２月11日から施行する。 

附 則（平成18年本部訓令第10号） 

この訓令は、平成18年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年本部訓令第９号） 

この訓令は、平成24年９月10日から施行する。 

附 則（令和３年３月29日本部訓令第17号） 

（施行期日） 

第１条 この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書

類は、当分の間、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。 

２ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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様式第１号（第11条関係） 
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様式第２号（第11条関係） 
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様式第３号（第11条関係） 
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様式第４号（第11条関係） 
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様式第５号（第11条関係） 
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様式第６号（第11条関係） 
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様式第７号（第11条関係） 
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様式第８号（第14条関係） 

 
 

 

 

 

 

 



13/25 

様式第９号（第21条関係） 
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様式第10号（第25条関係） 
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様式第11号（第25条関係） 
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様式第12号（第25条関係） 
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様式第13号（第25条関係） 
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様式第14号（第25条関係） 
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様式第15号（第25条関係） 
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様式第16号（第25条関係） 
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